
  

 

  

 

 

  

公益財団法人埼玉県スポーツ協会             

競技スポーツ支援課 

公益財団法人埼玉県スポーツ協会 

競技力向上事業       

実施要項集 
令和８年度 

※要項に記載の内容は公表時点の事業内容です。今後の状況によっては、内容が

変更になる場合があります。 
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競技力向上事業に用いるロゴイメージ 

 

選手選考の初期段階やチーム立ち上げの早い時期から『SAITAMA PRIDE』の気運醸成を図るた

め、競技力向上事業における活動に当たっては積極的に以下のロゴイメージの掲出を図る。 

 

 競技力向上事業指定ロゴイメージ 

縦組み 

 

 

横組み 
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競技力向上事業（補助事業）の種類 

※ 
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彩の国アスリートの一体的育成・強化事業実施要項 

１ 目  的 

彩の国アスリート強化５か年計画が掲げる「ＳＡIＴＡＭＡ ＰＲＩＤＥ」のもと、国民スポーツ大

会において活躍を期待できる競技者の発掘・育成並びに世界に羽ばたく彩の国アスリートの育成・強

化等を推進するため、以下の方針に基づく関係団体の創意工夫による競技力向上に資する活動を支援

する。 

 

２ 期  間 当該年度の４月１日から３月末日まで 

 

３ 対象団体 本会加盟団体のうち以下の団体（以下、「対象団体」という。） 

（１） 国民スポーツ大会実施競技団体 

（２） アスリートの育成・強化に取組んでいると本会が認める団体 

 

４ 実施内容 

（１） 本事業の対象となる者（以下、「対象等」という。） 

対象団体が本事業の趣旨を踏まえ育成・強化指定する者及びその指導者並びに支援スタッフ

（国民スポーツ大会埼玉県選手団候補選手・監督・支援スタッフを含む） 

（２） 補助対象事業の一例（①～④は必須事業） 

① 少年種別を含む様々なカテゴリーに渡る対象等が、相互に研鑽することができる競技別拠点

（アカデミー）を整備し継続的、定期的な発掘・育成活動を実施 

② 関係団体間の連携によるアスリート育成パスウェイの整備を推進する活動 

③ 対象等へのアンチ・ドーピング教育の実施及び指導の徹底 

④ 県内指導者の育成（スポーツ医・科学の知見を活用する指導者等の育成 等） 

⑤ 国スポ候補選手等を対象とした強化練習会等の実施 

⑥ その他、対象団体が目標を達成するために必要な活動（対象団体が特に必要と認めるアスリー

トやプラチナスリートへの助成、スポーツ・インテグリティの確保 など） 

 

５ 補助金額 当該事業計画調査で回答のあった内容を踏まえ、本会会長が定める方法に基づき配分 

 

（１） 県や関係団体が一体となり、スポーツ科学等を活用したアスリートの発掘・育成・強化を

推進する。 

（２） 加盟競技団体の持続可能な強化組織・体制づくりを推進するとともに、そのための財源を

確保する。 

（３） スポーツが持つ魅力や価値をいっそう高めるとともに、すべてのアスリートが安全・安心

に競技に取り組める環境づくりを推進する。 
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６ 対象経費 ※不明な場合は予めご相談ください 

（１） 本会が定める競技力向上事業経理基準表のとおりとする。※競技力向上事業の手引き参照 

（２） 対象外経費の例 

① 本事業の目的に沿わない活動に伴う諸経費 

② 対象団体の運営に関わる諸経費（役員の報酬・日当・旅費、事務局運営費、大会開催費 等） 

③ ４（１）対象等以外に係る諸経費（競技団体関係者や選手関係者・保護者に関わる経費 等） 

 

７ 申  請 当該年度の6 月末日までに提出すること。それ以降となった場合、補助金の交付は中

間報告の回答をもって行う。 

 

8 報  告 中間報告と期末報告とし、それぞれ指定の期日までに提出すること。 

中間報告：9 月末日までに申請時に提出した事業実施計画書について、実際に行った内容(実施実績)

を反映させて更新し、指定する方法で提出すること。 

なお、中間報告ではオンライン申請システムによる報告および証憑提出は求めない。 

期末報告：３月末日までに提出すること。併せて成果報告を別紙様式にて提出すること。 

※SSFF による補助を受けた場合は、別途定める様式を期末報告とともに提出すること。 

 

9 事務処理 競技力向上事業の手引きのとおり。 

 

１０ その他 

・ 本会が行う他の補助事業と同時に実施する際は、経費を明確に分けること。 

・ 対象団体は本事業における諸活動の実施要項を作成し、ホームページ等で公開すること。 

・ 対象等の選考、指定に関しては、公平性、公開性を十分確保するとともに、各団体が自己説明

に応じられるようにすること。 

・ 国民スポーツ大会実施競技団体は、当該事業に参加する選手、監督、支援スタッフ等（国民ス

ポーツ大会少年種別に参加する選手の場合は保護者含む）に対して、JSPO が定める「国民ス

ポーツ大会アンチ・ドーピング教育活動実施要項（202４年１２月１２日）」、および「国民

スポーツ大会アンチ・ドーピング活動に関するガイドライン（令和 7 年 6 月 3 日）」に基

づくアンチ・ドーピング教育を埼玉県締切日までに確実に受講させること。 

・ 対象団体は、本会が提供するスポーツ医・科学相談窓口【スポーツ団体用】を活用することが

できる。 

・ 対象団体は、対象等に本会が設置するスポーツ医・科学相談窓口【選手・指導者用】の周知を

図り、スポーツ医・科学の活用や普及を推進すること。 

・ 本会が実施する広報活動の一環として、本事業を通じて得られた対象等の個人情報は、競技力

向上に関わる広報やジュニア支援の充実の目的のため共同利用する場合があることを予め周

知すること。 

・ 本事業において各競技団体が名簿に登載するスポーツ医・科学支援スタッフを国民スポーツ大

会支援スタッフ派遣事業の対象とする。 
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直前強化訓練事業実施要項 

 

１ 目  的 国民スポーツ大会本大会・冬季大会（以下、「本大会等）という。）における本県

選手団の最善の活躍を期して、本県選手団を構成する選手、監督、支援スタッフを

対象としたスポーツ科学を活用したトレーニングやコンディショニングをとおし

て、本県選手団が心身ともに万全の状態で本戦に臨むための活動を支援する。 

２ 期  間 原則、当該年度の国民スポーツ大会本戦出場決定日の翌日から、選手団派遣日の前日

まで 

３ 実施団体 当該年度の国民スポーツ大会本大会等出場競技団体。 

４ 実施内容 （１）県外遠征合宿及び試合並びに各種大会等への参加とその事前合宿 

（２）県内強化合宿及び強化訓練 

５ 補助金額 予算の範囲内において本会会長が別に定める。 

６ 対象経費 本会が定める経理基準表のとおりとする。 

７ 申  請 内示受領から2 週間以内、または実施開始２週間前までに提出すること。それ以降と

なった場合、補助金の交付は報告書の提出をもって行う。 

８ 報  告 本大会等終了後1 か月以内までに提出すると。 

９ 事務処理 競技力向上事業の手引きのとおり。 

10 そ の 他  

・ 内示額の提示は、本大会、冬季大会の各関東ブロック大会予選の全競技日程終了後に行う。 

・ 本会が行う他の補助事業と同日に実施する際は、経費を明確に分けること。 

・ 国民スポーツ大会実施競技団体は、当該事業に参加する選手、監督、支援スタッフ等に対して

JSPO が定める「国民スポーツ大会アンチ・ドーピング教育活動実施要項（202４年１２月

１２日）」、および「国民スポーツ大会アンチ・ドーピング活動に関するガイドライン（令和

7 年6 月3 日）」に基づくアンチ・ドーピング教育を埼玉県締切日までに確実に受講させる

こと。 

・ 本事業対象者は別途通知する「参加資格確認書」へ回答すること。各競技団体において定める

様式を用いる場合はその写しの提出を以て代えることができる。 

・ 本事業対象者はメディカルチェック、アンチドーピングチェックに回答すること。 
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競技団体指定クラブ強化事業実施要項 

 

１ 目  的  

国民スポーツ大会をはじめ全国規模の大会や国際大会などで優秀な成績を収めた選手を輩出し

ている県内クラブ、または、今後の活躍が期待される県内クラブや県内大学等部活動等(以下、「指

定クラブ」という。)を育成・強化し、世界に羽ばたく彩の国アスリートの所属での育成・強化を

支援する。 

 

２ 期  間 

当該年度の４月１日から３月末日まで 

 

３ 補助金額 

予算の範囲内において本会会長が別に定める。 

 

４ 推薦対象クラブ 

以下のクラブ等を推薦することができる。 

【クラブ】 

県内に活動拠点があり、国民スポーツ大会等において優秀な成績を収めた選手らを輩出、また

は、今後の活躍が期待できる選手を育成するクラブ 

【県内大学等部活動】 

国民スポーツ大会おいて埼玉県から出場する意思のある優秀な成績を収める選手、または、今

後活躍が期待される選手が所属する県内大学等の部活動 

※大学が設置を認めていない部活動等は推薦の対象とならない。 

 

５ 指定クラブ決定方法 

競技団体の長が提出する別紙推薦調書により本会で決定する。 

 

６ 対象経費 

本会が定める経理基準表のとおりとする。 

 

７ 申  請 

実施２週間前までに提出すること。それ以降となった場合、補助金の交付は報告書の提出をも

って行う。 

 

８ 報  告 

３月末日までに提出すること。 
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９ 事務処理 

  競技力向上事業の手引きのとおり。 

 

１０ 推薦にあたっての留意事項 

国民スポーツ大会に単独で出場するクラブ（チーム）等は、推薦できない。 

中学校または高等学校の部活動は推薦できない。 

 

１１ その他 

・ 指定をうけたクラブ等には、本会会長による指定証を発行する。 

・ 指定証の発行を受けた指定クラブは、本会が提供する「スポーツ医・科学相談窓口」、「彩の

国スポーツ推進パートナー派遣事業」を活用することができる。 

・ 本事業の内容及び指定するクラブは、毎年度見直しを行う。 

・ 当該指定クラブにおいて指定にふさわしくない事由が明らかとなった場合は、推薦のある競技

団体と協議の上、指定および補助の取り消し、および返金を求めることがある。 
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中･高体連育成強化事業実施要項 

１ 目  的 

中・高校一貫指導により有望選手の早期発掘と県内定着を図り、世界に羽ばたく彩の国アスリ

ートの登竜門である、全国中学校体育大会や全国高等学校総合体育大会での活躍により、世界に

羽ばたく彩の国アスリートを育成する。 

  

２ 期  間 当該年度4 月1 日から3 月末日まで 

 

３ 補助金額 予算の範囲内において本会会長が別に定める。 

 

４ 対  象 埼玉県学校体育協会 

 

５ 事業内容 

（１）埼玉県学校体育協会が行う中・高校一貫指導のための研修会 

（２）埼玉県中学校体育連盟の専門部及び埼玉県高等学校体育連盟の専門部が連携して行う育成

強化事業及び研修会 

（３）埼玉県中学校体育連盟が行う育成強化事業 

（４）埼玉県高等学校体育連盟が行う育成強化事業 

 

６ 対象経費 本会が定める経理基準表のとおりとする。 

 

７ 申  請 実施２週間前までに提出すること。 

 

８ 報  告 ３月末日までに提出すること。 

 

９ 事務処理 競技力向上事業の手引きのとおり 

 

１０ 執行計画の作成 執行計画に基づき申請及び報告することができる。 

 

１１ その他 

・ 本事業の対象（構成団体含む）は、本会が提供するスポーツ医・科学相談窓口【スポーツ団体

用】を活用することができる。 
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プラチナキッズパスウェイ支援プログラム実施要項 

１ 目  的 

プラチナキッズ認定者が個々の適性や関心に応じて競技力の向上を図るための競技活動に円滑に

移行できるよう、競技団体による競技体験機会等の開催を支援するとともに、競技団体による次世代

アスリートの発掘を支援するものである。 

２ 期  間 当該年度の４月１日から２月末日まで。 

３ 対象団体 国民スポーツ大会実施競技団体及びオリンピック競技会実施競技団体 

その他本会が認める競技団体 

４ 実施内容 

（１）補助対象事業 

① キッズスポーツチャレンジ（競技体験会）の開催費補助 

県内トップレベル指導者や本県ゆかりのトップアスリートの技術や経験、人間的な魅力等を生かし

た競技体験会を開催し、競技団体による人材発掘を支援する。（1 回/年程度分を補助） 

② 競技団体が主催する拠点等での練習会への受入に係る指導者等の配置に要する費用補助 

①の事業にて発掘した者を競技団体が指定する拠点等での受け入れに係る費用の一部を補助する。 

（２）対象等 

小学 5 年生、小学 6 年生の者のうち、本会が優れた身体能力を有すると認められる者を対象とす

る。ただし、対象団体において開催定員、参加条件を付すことができる。 

５ 補助金額 予算の範囲内で本会会長が定める 

６ 対象経費 本会が定める経理基準表のとおりとする。 

７ 申  請 実施２週間前までに提出すること。 

８ 報  告 実施後１か月以内に提出すること。 

９ 事務処理 競技力向上事業の手引きのとおり。 

１０ その他 

・ 本活動に関する開催要項を本会と合同で作成し、本会まで提出すること 

※参加者の自己負担、参加定員等の条件がある場合は、開催要項等に明記すること 

・ 本会は、各競技団体が作成した開催要項を対象者に周知する。 

・ 当日の企画・運営、参加者（保護者）からの競技開始の相談等は各競技団体において担当者

を配置し適切に応対できる体制を整備すること。 
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プラチナジュニア競技別専門トレーニング実施要項 

１ 目  的 

特定の競技に関わる非凡な能力を有する県内中学生年代のプラチナジュニアを新たに発掘・認定

し、本県のスポーツ資源を活かした各種競技力向上支援を通じて、それらのアスリートが自己の可能

性に挑戦できる環境を整え、世界を目指して活躍する次世代アスリートの輩出を目指す。 

２ 期  間 当該年度の４月１日から３月末日まで。 

３ 対象団体 埼玉県並びに本会が当該事業の対象として認めた競技団体 

４ 実施内容 

（１）補助対象事業 

① 1 回/週程度の競技専門トレーニング 

② 各競技に応じたスポーツ科学サポートの導入 

③ 公式競技会への参加 

④ 対象者等からコーチへ相談できる相談、連絡体制の整備 

⑤ 中央競技団体等から適宜競技専門的な助言を受けられる体制の整備 

⑥ その他、本事業の目的を達成するために必要なこと 

（２）対象等 

埼玉県知事がプラチナジュニアとして認定した者 

５ 補助金額 対象となる競技団体が提出する事業計画に基づき本会会長が定める 

６ 対象経費 本会が定める経理基準表のとおりとする。 

７ 申  請 実施２週間前までに提出すること。 

８ 報  告 ３月末日までに提出すること。 

９ 事務処理 競技力向上事業の手引きのとおり。 

１０ その他 

・ 対象団体は別に定める覚書を本会と締結し、適切に当該事業を遂行すること 

・ 本会は、対象者の所属中学校長等に対して、本活動への積極的な参加に関する配慮を要請す

る。 

・ 各競技団体において発掘した人材を競技別拠点（アカデミー）等で受入れることができる場

合は、関連事業の補助額を優先的に調整する。 

・ 本事業補助を受ける競技団体は、対象となった者の競技成績等の調査に協力すること。 

 


